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(1) 業務の内容  

(a) 業務題目 

  3.1 津波予測 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学地震研究所

 

 

 

 

国立科学博物館 

教授 

特任研究員 

特任研究員 

 

特任研究員 

研究員 

佐竹健治 

Gusman Aditya Riadi 

Mohammad 

Heidarzadeh-Kolaei 

石辺岳男 

室谷智子 

 

(c) 業務の目的 

 陸域・海域での構造調査や古地震・古津波・活構造調査などに基づいて得られた断層モ

デルから日本海沿岸における津波シミュレーションにより日本沿岸での津波波高を予測す

る。個々の断層モデルに基づく確定論的シナリオモデルの他に、各地に影響を及ぼす可能

性のある断層からのシナリオを組み合わせた確率論的な津波予測も行う。 

 

(d) ８か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２５年度： 

2011 年東北地方太平洋沖地震による日本海で観測された津波波形を用いて、日本海沿岸

での津波波形の再現を行い、日本海側での津波シミュレーションを行う上での解析手法や

地形データの検証を行った。 

津波予測シミュレーションを行うため、海底地形データ（日本海全域は 30 秒（900 m）

メッシュ、M7000 シリーズの海底地形データが存在する日本周辺の領域は 10 秒（300 m）

メッシュ、日本沿岸域は 2 秒（60 m）メッシュと 1 秒メッシュ（30 m））、陸域地形データ

（1 秒メッシュ）の整備と、これらのデータを用いるための計算コードの整備を行った。

以上の地形データと計算コードを用いて、1983 年日本海中部地震と 1993 年北海道南西沖

地震の日本海沿岸の津波痕跡高とシミュレーション値との比較、検証を行った。 

他業務等との連携を図り、日本海東縁部における既知の断層や津波波源モデルなどを収

集・検討し、本プロジェクトで津波危険度評価の対象とする海底活断層・沿岸伏在断層な

どを選定し、津波波源モデルの検討を開始した。 

 

  2) 平成２６年度： 

日本海における大規模地震に関する調査検討会が平成 26年 9月にまとめた 60個の断層

モデルを用い、主に北陸地方で津波堆積物調査などが行われている 26 か所の地点におけ

る沿岸での津波高を計算した。各地点における津波高の頻度分布を作成して、確率論的津

波予測のための基礎資料としたほか、沿岸での津波高が 1 m を超える断層を抽出した。こ
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れらのモデルについては、細かい海底・陸上の地形データを用いて、陸上の浸水まで考慮

したシミュレーションを行い、津波堆積物をもたらす可能性のある断層モデルの検討を行

った。 

 

  3) 平成２７年度： 

 北陸沖海域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層について、海域構造調査や海陸統合

構造調査により得られた断層モデルに基づき、シナリオ型津波シミュレーションを実施し

た。それぞれの断層が個別に活動すると想定した 35 ケースに加え、連動する可能性があ

る断層の組合せを考慮した 13 モデルを含めて、合計 48 ケースの津波伝播解析を実施し、

沿岸域における津波高を計算した。9 秒メッシュの地形データを用いた沿岸域における最

大津波高は、単独ケースではいずれも 2 m 未満であった。一方で、連動ケースでは単独ケ

ースに比べて総じて高い最大津波高が推定され、場合によっては 7 m を超える場所がある

ことが分かった。また、当該沿岸に影響を及ぼす断層について、津波発生確率の推定を行

い、確率論的な津波高予測を行った。 

 

  4) 平成２８年度： 

 山陰-九州沖海域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層について、海域構造調査や海陸

統合構造調査により得られた断層モデルに基づき、シナリオ型津波シミュレーションを行

う。また、当該沿岸に影響を及ぼす断層をリストアップする。 

 

 5）平成２９年度： 

 山陰-九州沖海域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層について、海域構造調査や海陸

統合構造調査により得られた断層モデルに基づき、引き続きシナリオ型津波シミュレーシ

ョンを行う。また、当該沿岸に影響を及ぼす断層について、津波発生確率の推定を行い、

確率論的な津波波高予測を行う。 

 

  6) 平成３０年度： 

 北海道・東北北部海域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層について、海域構造調査

や海陸統合構造調査により得られた断層モデルに基づき、シナリオ型津波シミュレーショ

ンを行う。また、当該沿岸に影響を及ぼす断層をリストアップする。 

 

  7) 平成３１年度： 

 北海道・東北北部海域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層について、海域構造調査

や海陸統合構造調査により得られた断層モデルに基づき、引き続きシナリオ型津波シミュ

レーションを実施する。また、当該沿岸に影響を及ぼす断層について、津波発生確率の推

定を行い、確率論的な津波波高予測を行う。 

 

 8）平成３２年度： 

 本プロジェクトで再検討した断層モデルを用いて、近接する海底活断層あるいは沿岸伏
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在断層の連動破壊を想定した津波シミュレーションを行い、低頻度の巨大地震も想定した

沿岸津波高の評価を行う。 

 

(e) 平成２７年度業務目的 

 北陸沖海域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層について、海域構造調査や海陸統合

構造調査により得られた断層モデルに基づき、引き続きシナリオ型津波シミュレーション

を実施する。また、当該沿岸に影響を及ぼす断層について、確率論的な津波波高予測を行

う。 

 

(2) 平成２７年度の成果  

(a) 業務の要約 

平成 26 年度にサブサブテーマ 2.5.1「断層モデルの構築」によって得られた、北陸沖海

域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層の 35 断層に基づき、引き続きシナリオ型津波

シミュレーションを実施した。それぞれの断層が個別に活動すると想定した 35 ケースに

加え、連動する可能性がある断層の組合せを考慮した 13 モデルを含めて、合計 48 ケース

の津波伝播解析を実施した。まず、平成 25 年度に整備した地形データをリサイズして、

27 秒、9 秒並びに 3 秒の地形データを作成した。続いて、27 秒ならびに 9 秒メッシュの

地形データを用いて、津波高分布ならびに沿岸域における津波高を計算した。この結果、

浸水する可能性があるのべ 406 地域について、3 秒メッシュの地形データを用い陸上遡上

を考慮した詳細計算を実施し、沿岸域における詳細な挙動を調査した。また、当該沿岸に

影響を及ぼす断層について、津波高予測を実施した。 

 

(b) 業務の成果 

1）スケーリング則に基づくモーメントマグニチュードならびに断層すべり量の推定 

サブサブテーマ 2.5.1「断層モデルの構築」によって得られた北陸沖海域を中心とする

35 断層モデル（図 1）には、規模とすべり量の情報がないため、入倉・三宅（2001）1)・

Somerville et al. (1999) 2) のスケーリング式を用い、断層面積 S から地震モーメント M0 

(Nm)を推定し、モーメントマグニチュード（以下、Mw と略記する）並びに平均すべり量

を設定した（表 1）。単独ケースに対して推定された Mw は 6.2 （NT10）～7.1（TB4）、

平均すべり量は 0.37～1.55 m であった。比較のため、活断層調査から得られた地表の活

断層長さ L (km) から推定される地震規模(M, M0)から、地震モーメントならびに平均すべ

り量を推定する方法についても検討した。活断層調査による地表における活断層長とマグ

ニチュードの関係式には松田(1975)3) を、気象庁マグニチュードから地震モーメントへの

変換式には武村(1990)4) をそれぞれ用い、推定された地震モーメントからスケーリング則

1) 2) により断層面積を推定し、平均すべり量を算出した。その結果、後者の手法により推

定される断層幅は 18 km から 20 km となり、詳細な調査結果から得られた断層幅が 20 

km よりも大きい場合には、すべり量は前者の方が大きくなった（図 2）。 

連動する可能性が考えられる 13 ケースについては、個々の面積の総和を震源断層面積

とし、スケーリング則 1) 2) から全地震モーメント M0 (Nm) を求めた（表 2）。個々の断層

への地震モーメントの配分は、全ての断層で平均応力降下量が一定となるように各面積の 
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図 1 (a) 平成 26 年度のサブサブテーマ 2.5.1「断層モデルの構築」によって得られた 35

断層。色はスケーリング則に基づき推定された単独で活動する場合の断層すべり量を表

す。(b) 連動する可能性が考えられる 21 断層（緑色）。(c)『日本海における大規模地震に

関する調査検討会』5) によるモデル（赤色）と、平成 26 年度のサブサブテーマ 2.5.1

「断層モデルの構築」によって得られた 35 断層の比較。 
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表 1  単独 35 ケースに対する断層パラメーター 

 
 

1.5 乗の重みで配分した。 

 

 

 

連動 13 ケースではその多くが Mw7 クラスとなり、最大は JO1-JO2-TB5-TB6 の 4 連動

モデルで Mw は 7.6 となった。参考のために、個々の断層ごとにスケーリングを適用し、

地震モーメントを求めるカスケード型についてもすべり量を推定したが、総じて小さなす

べり量が推定された。なお、モーメントマグニチュードからすべり量に変換する際の剛性

率として、日本海における大規模地震に関する調査検討会 5) と同じく 34.3 GPa を仮定し

た。日本海における大規模地震に関する調査検討会 5) では、沿岸域における津波高の計算

の際に、60 断層モデルについて大すべり域のある不均質すべりを仮定し、スケーリング則

に σ 式を適用しているが 5)、本検討では一様すべりとし、σ 式は適用していない。平成 26

年度のサブサブテーマ 2.5.1「断層モデルの構築」によって得られた 35 断層に対する上端

深さは TP（東京湾平均海面）を基準としているが、津波計算を実施するにあたり、本課題

では海底面を基準として、堆積層の厚さを考慮した。  

଴௜ܯ  ൌ ଴ܯ ௜ܵ
ଷ ଶ⁄ ∑ ௜ܵ

ଷ ଶ⁄ൗ  

	 	 	 	 ଴௜:iܯ 番目の断層の地震モーメント、 ௜ܵ :i番目の断層の面積 
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表 2 連動 13 ケースに対する断層パラメーター 

 

 

図 2 単独 35 ケースに対して、2 つの手法により推定された平均すべり量の比較。青は本

課題で採用した手法による平均すべり量、緑は活断層長に基づくスケーリング則から推定

された平均すべり量をそれぞれ表す。 
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図 3 本課題で設定した計算領域（A001：27 秒メッシュ、B001~B010 但し B006 を除

く：9 秒メッシュ、C038～C077：3 秒メッシュ）並びに津波高の出力点（赤）。 
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図 4 地殻変動量分布 
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図 4 地殻変動量分布（続き） 
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図 4 地殻変動量分布（続き） 
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図 4 地殻変動量分布（続き） 
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図 4 地殻変動量分布（続き） 
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図 4 地殻変動量分布（続き） 
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図 5 津波高の分布 
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図 5 津波高の分布（続き） 
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図 5 津波高の分布（続き）  
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図 5 津波高の分布（続き）  
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高  
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 



 
 

336

 

 

図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 
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図 6 9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高（続き） 

 

2）27 秒メッシュを用いた津波高分布、9 秒メッシュを用いた沿岸域における津波高の

推定 

表 1、2 に示される断層パラメーターを用いて、48 ケースに対して津波高の分布ならびに

沿岸域における津波高を計算した。なお、本課題では地震発生後 5 時間まで計算を行い、

計算時間内の最高水位を「津波高」として、市区町村毎や断層モデル毎の津波高の最大値

を「最大津波高」として、それぞれ定義した。津波高の分布を計算するにあたり、日本周

辺域全体を計算する格子領域 A0001 は 27 秒メッシュの地形データを、沿岸域における津

波高を計算する格子領域 B001~B010（但し B006 を除く）は、9 秒メッシュの地形データ

をそれぞれ用いた（図 3）。なお後述の詳細計算で用いる 3 秒メッシュを含むこれらの地形

データは、平成 25 年度に整備した地形データをリサイズしたものを用いた。基礎方程式

には非線形長波式を用い、陸上遡上は考慮しなかった。時間格子間隔は 0.5 秒とし、マニ



 
 

339

表 3 単独 35 ケースに対する市区町村毎の沿岸域における最大津波高（9 秒メッシュ） 
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表 4 連動 13 ケースに対する市区町村毎の沿岸域における最大津波高（9 秒メッシュ）

 

ングの粗度係数は既存研究 6)7) に基づき、n=0.025 m-1/3/s を与えた。また、平均潮位面を

基準面とした。 

図 4、5 に 48 ケース（単独 35 ケース；連動 13 ケース）に対して計算した地殻変動量並

びに 27 秒メッシュを用いた津波高分布を示す。また、図 6 に 9 秒メッシュによるそれぞ

れのケースに対する沿岸域における津波高を示す。また、表 3 に断層が単独で活動する 35

ケースについて、表 4 に断層が連動する 13 ケースについての秋田県～福井県沿岸域の各

市町村における最大津波高をまとめたものをそれぞれ示す。9 秒メッシュを用い、単独で

活動すると想定した場合、沿岸域における最大津波高はいずれも 2 m 以下であった。一方

で、断層が連動して活動する 13 ケースではより大きな津波高が推定され、最大は TB1、 
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図 7 48 ケースによる日本海沿岸域（石川県から新潟県）における津波高の頻度分布。 

緑が単独 35 ケース、青が連動 13 ケースに対する津波高をそれぞれ表す。 

 

TB2、並びに TB3 が連動した場合の 7.14 m であった。 

 

3) 当該沿岸に影響を及ぼす断層について、確率論的な津波高予測 

 9 秒メッシュを用いて計算された日本海沿岸域の 25,015 出力点のそれぞれにおいて、

48 ケースによる津波高を整理し、津波高予測に資するデータを作成した。図 7 に石川県・

富山県・新潟県の 10 地点における 48 ケースによる津波高の分布を示す。これらの断層に

おける地震の発生確率がすべて同じであれば、これらの頻度分布は各地点における津波高

の頻度あるいは確率分布を示す。より詳細な津波高の確率論的予測のためには、それぞれ

の断層の発生頻度（平均再来間隔）並びに最新の活動時期といった情報が必要である。 
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図 8 3 秒メッシュを用いた詳細解析における波形出力点。 

緑丸の点は図 9~11 に波形表示を行った出力点を表す。 
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図 9 3 秒メッシュを用いた詳細解析による巨大津波計（山形県酒田市）における津波波

形。 
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図 10 3 秒メッシュを用いた詳細解析による女良漁港（富山県氷見市）における津波波

形。 

 

4) 3 秒メッシュを用いた詳細解析 

 9 秒メッシュを用いて沿岸域における津波高を計算した結果を受け、評価対象を解析領

域 C038～C077 に限定し、連動モデルで沿岸最大水位 1 m 以上となるケース、並びに上

記連動モデルを構成する単独モデル及び規模の小さい連動モデルの合計 406 ケースを対

象として、陸上遡上を考慮した 3 秒メッシュ（約 90 m）を用いた詳細解析を実施した。

基礎方程式には非線形長波式を用い、時間格子間隔は 0.25 秒とした。マニングの粗度係

数や現象再現時間は 9 秒メッシュ解析の際と同様に n=0.025 m-1/3/s 並びに 5 時間とし

た。なお、大規模な防潮堤等の構造物は計算に含めた。図 8 に 3 秒メッシュを用いた詳

細解析における波形出力点を、図 9~11 に巨大津波計（山形県酒田市）、女良漁港（富山

県氷見市）、輪島験潮場（石川県輪島市）における計算波形をそれぞれ示す。また、図 12
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には 3 秒メッシュを用いた詳細解析による沿岸域の最大浸水深分布図を示す。計算した

のべ 406 領域におけるほとんどのケースに対して浸水しない結果となり、浸水したとし

ても沿岸域のごく一部の領域に留まるものとなった。 

 

 

図 11 3 秒メッシュを用いた詳細解析による輪島験潮場（石川県輪島市）における津波

波形。 
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図 12 3 秒メッシュを用いた詳細解析による沿岸域の最大浸水深分布図。 

(a) 波源モデル JO1-JO2-TB5-TB6 による格子領域 C055：新潟県上越市～柏崎市沿岸域。 

(b) 波源モデル JO1-JO2-TB5-TB6 による格子領域 C061：能登半島先端部。 

(c) 波源モデル TB2-TB3 による格子領域 C065：能登半島中部。 

(d) 波源モデル TB1-TB2 による格子領域 C065：能登半島中部。 

 

 

図 12(a)に示す波源モデル JO1-JO2-TB5-TB6 による格子領域 C055（新潟県上越市～柏

崎市沿岸域）での詳細計算からは、計算領域の南西端付近の上越市八千浦のごく一部が浸

水する結果となった。ただし、浸水深は 50 cm 未満である。また、図 12(b)に示す、波源

モデル JO1-JO2-TB5-TB6 による格子領域 C061（能登半島先端部）における詳細計算か

らは、飯田湾沿岸における一部の埋め立て地が 50 cm未満の深さで浸水する結果となった。

格子領域 C065（能登半島中部）における詳細計算からは、波源モデル TB2-TB3 の場合に

(a) (b)

(c) (d)

上越市

八千浦 

飯田湾 

七尾西湾 七尾西湾 
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七尾西湾奥部のごく一部が 50 cm 未満の深さで浸水する結果となったが（図 12(c)）、TB1-

TB2 の場合には全く浸水しない結果となった（図 12(d)）。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本年度は、平成 26 年度のサブサブテーマ 2.5.1「断層モデルの構築」によって得られた

北陸沖海域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層の 35 断層モデルを用いることで、シ

ナリオ型津波シミュレーションを実施した。それぞれの断層が個別に活動すると想定した

35 ケースに加え、連動する可能性がある断層の組合せを考慮した 13 モデルを含めて、合

計 48 ケースの津波伝播解析を実施し、沿岸域における津波高を計算した。9 秒メッシュの

地形データを用いて計算した沿岸域における最大津波高は、単独ケースではいずれも 2 m

未満であった。一方で連動ケースでは、単独ケースに比べて総じて高い最大津波高が推定

され、場合によっては 7 m を超える場所があることが分かった。また、9 秒メッシュの地

形データを用いた計算によって沿岸域における最大津波高が 1 m を超えたケースを中心

に、陸上遡上を考慮した 3 秒メッシュの地形データを用いた詳細計算を実施した。また、

これら 48 ケースによる沿岸域における津波高の頻度分布を作成した。これらは今後、そ

れぞれの断層の発生履歴やその平均再来間隔などから、発生確率が算出されることで、確

率論的な津波高予測の向上へと活用される基礎資料となるであろう。連動する断層の組み

合わせについては、必ずしも本年度で計算したものが網羅しているとは限らない可能性が

あるため、今後も検討を継続し、必要に応じてシナリオ型シミュレーションを追加してい

くことが重要である。 
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(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

 

2) ソフトウエア開発 

 なし 

 

3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(3) 平成２８年度業務計画案  

九州沖海域を中心とする海底活断層・沿岸伏在断層について、海域構造調査や海陸統合

構造調査により得られた断層モデルに基づき、シナリオ型津波シミュレーションを行う。

また、当該沿岸に影響を及ぼす断層をリストアップする。 
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